
決算書掲載頁　213

内
訳

災害に強いまちづくり・人づくりを推進し、災害時に対応できるような、防災施設の整備や体制作りを図り、被害を最小限
に抑える。

コミュニティ活動を促進し、地域の連帯感の醸成に努め、自主防災組織の結成及び育成の支援や、避難行動要支援者
を地域ぐるみでサポートする支援体制の推進を図る。
市自身が被災し、制約が伴う状況下にあっても、業務が遂行できる体制をあらかじめ整えておくことで、市民の生命、生
活及び財産を保護するため、市役所機能の継続又は早期復旧を図ることを目的に事業継続計画(BCP)を策定する。
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A

災害対策基本法第５条により、住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため
の責務を果たしている。A

自然災害に対する対策や地域の防災活
動の参画が進んでいる。

A

A

A

目

標

災害に強いまちづくり・人づくりを推進し、災害時に対応できるように、地域防災計画の修正や各種マニュアルを策定し、
職員の防災対応力の向上を図る。また、市民に対しては自主防災組織の結成、育成支援及び避難行動要支援者支援を
継続的に実施する。
防災の啓発や訓練を行うことによって、地域住民の防災意識の高揚を図る。
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所管課

災害発生時には地域住民による初期消火・避難誘導等の防災活動を行う等の自助が最も重要であり、そのために自治
会等を単位とした自主防災組織の結成及び育成を図る。

事
業
費
・
財
源

細事業：自主防災組織育成事業 03事業
優先順位

事業
実施主体

事業開始
年　　　度

根拠
法令

整理
番号

事業費 総コスト

人件費

公債費財
源
内
訳

内
訳

平成25年度 平成24年度 比　較 平成25年度 平成24年度 比　較

目

的

妥当性 効率性 有効性評

価

今
後
の
方
向
性

職員数

再任用職員数

3

直営 平成14年度 河内長野市自主防災組織育成事業及び活動推進事業助成金交付要綱

自治会や既存の自主防災組織

各地域の状況把握とその地域性に応じた地道な組織結成に向けたサポート。
災害時に自主防災組織が実効性のある活動ができるよう、災害時図上訓練DIG等など住民参画型訓練の実施。
自主防災組織が結成されていない小規模自治会については、地域まちづくり協議会等を通じた自主防災活動の促進。
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自治会への自主防災組織化の啓発を積極的に実施することにより自主防災組織率100％をめざす。また、組織化後は、
各自主防災組織が自立し、主体的に活動を継続するための支援を実施する。目
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事業：防災対策事業                                

各種訓練の実施や自主防災組織の啓発、各種防災計画の策定等の防災対策の推進を継続して行った。 

 

細事業：自主防災組織育成事業                           

１．自主防災組織育成事業 

 住民一人ひとりが「自分達の地域は自分達で守る」という考え方にたって、地域住民が協力して防災活動を行っ

てもらうために、自主防災組織の結成及び育成に努めた。平成２５年度末時点の組織数は、４０団体となった。 

 

(1)まちづくり出前講座「防災力は市民が主役」を通じて、防災啓発に努めた。 

計４０回実施 各地区自治会館、集会所他 参加人数 ２，５７９名 

 

(2)自主防災組織の防災資機材整備事業及び活動推進事業にかかる助成金交付事業の実施及び啓発に努めた。 

① 防災資機材整備事業助成 

ＵＲ南花台団地自主防災委員会     １８６，０００ 円 

上原区自治会自主防災組織       １３２，８００ 円 

美加の台自治会自主防災委員会      ４６，９５０ 円 

楠台自治会自主防災委員会       １１７，９１７ 円 

大矢船自主防災組織          １８５，８００ 円 

寿町町会自治会自主防災部       １３２，４４０ 円 

荘園町防災会             １７５，０００ 円 

南貴望ヶ丘自治会防災特別部会      ５９，８２８ 円 

楠町自主防災組織           １４４，３５３ 円 

三日市町会自主防災委員会        ２３，１００ 円 

美加の台南自主防災会         ５０４，６２４ 円 

流谷地区自主防災組織          ３０，０００ 円 

楠ヶ丘自主防災委員会         ３５３，５１３ 円 

上天見地区自主防災組織         ５８，５９０ 円 

南青葉台防災委員会          ４９５，０８９ 円 

北貴望ヶ丘防災会           １３２，９１４ 円 

松ヶ丘連合町会自主防災会       １０５，０００ 円 

ライオンズマンション自由ヶ丘 

合同自主防災組織   ２１７，５０３ 円 

      楠翠台自主防災委員会         １２２，４２４ 円 

古野区自主防災組織           ７３，７１０ 円 

小  計             ３，２９７，５５５ 円 

 

② 活動推進事業助成 

サニータウン自治会・自主防災委員会  １００，０００ 円 

南花台自治会・自主防災委員会      １００，０００ 円 

清見台自主防災委員会          ９３，１５５ 円 

南ヶ丘自主防災委員会          ３８，８６９ 円 

北青葉台自治会自主防災委員会      ８０，３２５ 円 

小  計               ４１２，３４９ 円 

 

(3)自主防災組織等が実施する防災訓練、その他催し等に参加し、防災の啓発に努めた。 

計１３回実施 各地区自治会館、集会所他 参加人数 ２，８３７名 

 

 

 


